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島根県内の温室効果ガス排出量について 

(2011 年度（平成 23 年度）確定値及び 2012 年度（平成 24 年度）速報値) 
 

 

○ 2012 年度の温室効果ガスの総排出量は 653 万 1 千トン。 
○ 前年度と比べ、産業部門、民生業務部門及び民生家庭部門で二酸化炭素排出量が増加

したことなどにより、総排出量は 5.0%増加している。 
○ 京都議定書の基準年(1990 年度)と比べると、運輸部門の二酸化炭素排出量は減少した

が、産業部門、民生業務部門、民生家庭部門の増加などにより 16.9%の増加となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ エネルギー使用量でみると、前年度と比べ 2.5%の減少、基準年と比べ 4.5%の減少と

なり、2008 年度以降、基準年のエネルギー使用量を下回っている。 

○ 前年度に比べエネルギー使用量が減少した主な要因は、東日本大震災後の節電・省エ

ネの取組の定着や、前年度に比べて冬季の気温が高く推移したことが考えられる。 

○ なお、エネルギー使用量が減

少したのに対し、温室効果ガス

排出量が増加しているのは、原

子力発電所稼働停止に伴い、二

酸化炭素排出係数が増大したこ

とによる。 
 
 
 

(注)2012 年度の数値については速報値であり、各種データが確定した段階で確定値となる 

（千t-CO2）

1990年度 2011年度 2012年度 2012年度
（基準年） (基準年比) (基準年比) 構成比率

4,926 5,826 6,139

(＋18.3%)  (＋24.6%）

4,847 5,699 5,997
(＋17.6%） (＋23.7%）

1,716 1,857 2,012
(＋8.2%) (＋17.2%）

1,489 1,298 1,235
(－12.8%) (－17.1%）

723 1,179 1,279
(＋63.1%) (＋77.0%)

919 1,365 1,472
(＋48.6%) (＋60.2%)

79 126 141
(＋60.8%) (＋79.6%）

663 394 392
(－40.5%) (－40.8%）

5,588 6,220 6,531

(＋11.3%） (＋16.9%)

- Δ1,520 Δ1,560
(－27.2％） (－27.9％）

5,588 4,700 4,971

(－15.9%） (－11.0%）

森林吸収量を加えた温室
効果ガス排出量

5.8%

廃棄物部門 11.7% 2.2%

その他の温室効果ガス -0.5% 6.0%

合　計 5.0% 100.0%

森林吸収量 2.6%

民生業務部門 8.5% 19.6%

民生家庭部門 7.8% 22.5%

産業部門 8.3% 30.8%

運輸部門 -4.9% 18.9%

ｴﾈﾙｷﾞｰ起源 5.2% 91.8%

島根県の温室効果ガス排出量

前年度から
の増減

二酸化炭素 5.4% 94.0%

（TJ）

1990年度 2011年度 2012年度 2012年度
（基準年） (基準年比) (基準年比) 構成比率

16,961 14,181 14,176
(-16.4%) (-16.4%）

20,845 17,705 16,526
(-15.1%) (-20.7%）

7,298 10,064 10,205
(+37.9%) (+39.8%)

7,922 9,988 9,735
(+26.1%) (+22.9%)

53,026 51,937 50,642

(-2.1%） (-4.5%)

－6.7% 32.6%

-2.5% 100.0%

島根県のエネルギー使用量

民生業務部門 1.4% 20.2%

民生家庭部門 -2.5% 19.2%

前年度から
の増減

産業部門 -0.0% 28.0%

運輸部門
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[ 資 料 ] 
 
■県内の温室効果ガス排出量 

2012 年度の温室効果ガス排出量は、前年度から 5.0%の増加、基準年と比べて 16.9%
の増加となった。これに森林吸収量を加味すると、前年度から 5.8％の増加、基準年と

比べて 11.0%の減少となった。 
温室効果ガスの種類で見ると、2012 年度は総量の約９割を占める二酸化炭素の排出

量が、前年度から 5.4%の増加、基準年と比べて 24.6%の増加となった。 
二酸化炭素排出量を部門別に見ると、運輸部門を除き前年度から増加した。 

  また、基準年と比べると民生業務部門、民生家庭部門で大きく増加している。 

島根県の二酸化炭素排出量の推移 

年度 

島根県の温室効果ガス排出量の推移 
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■県内のエネルギー使用量 

県内のエネルギー使用量は 1999 年度をピークに減少傾向にあり、2012 年度は前年

度より 2.5%減少、基準年と比べ 4.5%の減少となり、2008 年度以降は基準年を下回っ

ている。 
もっとも減少したのは、運輸部門で 20.7％の減少、ついで産業部門が 16.4%の減少

となる一方、民生業務部門は 39.8%の増加、民生家庭部門は 22.9%の増加と、民生部

門は基準年のエネルギー使用量を大きく上回っている。 
 
 
 

 

 

 

島根県の部門別エネルギー使用量の推移 

島根県のエネルギー種類別エネルギー使用量 
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■部門別二酸化炭素排出量 

（１）産業部門 

2012 年度の二酸化炭素排出量は、前年度より 8.3%の増加、基準年と比べて 17.2%
の増加となった。 
一方で、エネルギー使用量は、前年度より 0.04％減少、基準年と比べると 16.4%の

減少となった。 
業種別では、前年度と比べて鉱業・建設業が 7.4%の増加、農林水産業が 3.2％増加、

製造業が 2.0%の減少となり、基準年と比べて農林水産業が 32.1%の減少、製造業が

11.8%の減少、鉱業・建設業が 4.1%の減少となっている。 
エネルギー使用量の多い製造業については、省エネルギー化の進展により基準年と

比べて製造品出荷額あたりのエネルギー使用量は減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）運輸部門 
 2012 年度の二酸化炭素排出量は、前年度か

ら 4.9%の減少、基準年と比べて 17.1%の減少

となった。エネルギーの使用量についてもほぼ

同様の傾向を示している。 
  自動車保有台数は軽自動車が増加傾向にあ

るものの、近年横ばい傾向にある。一方で燃料

の販売量は減少傾向にあり、クリーンエネルギ

ー自動車への買い換えや燃費性能の向上等が

要因と考えられる。 
県内のクリーンエネルギー自動車保有台数推移 

※電気、メタノール、天然ガス、ハイブリッドのみ（軽自動車除く） 

県内の自動車保有台数の推移 

製造品出荷額の推移 製造品出荷額あたりエネルギー使用量の推移 

ガソリン及び軽油販売量の推移 
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（３）民生業務部門 

 2012 年度の二酸化炭素排出量は、前年度から 8.5%の増加、基準年と比べて 77.0%の増加

となった。 
  エネルギー使用量についても、前年度から 1.4%の増加、基準年と比べて 39.8%の増加と

なった。 
  基準年と比べて大幅に増加した要因としては、床面積が増加したことに伴う空調や照明設

備の増加、オフィスのＯＡ化に伴う電力使用量の増加などが考えられる。一方床面積あたり

のエネルギー使用量は、節電・省エネの取組により減少傾向にある。 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

（４）民生家庭部門 

 2012 年度の二酸化炭素排出量は、前年度から 7.8%の増加、基準年と比べて 60.2%の増加

となった。 
 エネルギー使用量については、前年度から 2.5%の減少、基準年と比べて 22.9%の増加と

なった。 
 基準年と比べて大幅に増加している要因

としては、世帯数の増加や、家電製品の普

及等に伴う一世帯あたりの電力消費量の増

加などが考えられる。 
前年度からのエネルギー使用量の減少は、

東日本大震災の影響による節電や省エネの

取組の定着及び、冬季の気温が高く推移し

たことによる電力消費や暖房用燃料消費の

減少が考えられる。 
一方、住宅においては、二重サッシや複

層ガラス窓が普及しつつある。 
1 世帯あたりの電力使用量の推移 

県内の世帯数及び人口の推移 

民生業務部門床面積の推移 

軒 
住宅における二重サッシ又は複層ガラス窓の普及率 
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